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令和６年度事業報告

１．山村振興施策に関する提言及び政府予算対策

① ７月及び１０月の理事会において「山村振興法の改正に関する特別要望書」及

び「令和７年度山村振興関連予算・施策に関する要望書」を決定し、関係国会

議員、関係省庁に要請を行った。

② ８月２７日に開催された自由民主党総合農林政策調査会・農林部会・農政推進

協議会合同会議に出席し 「山村振興法の改正に関する特別要望書」及び「令和、

７年度山村振興関連予算・施策に関する要望書」により要望を行った。

③ １１月２１日に開催された自由民主党山村振興特別委員会に出席し 「山村振、

興法の改正に関する特別要望書」及び「令和７年度山村振興関連予算・施策に

関する要望書」により要望を行った。

④ １１月２１日に山村振興法改正・延長実現総決起大会を開催し 「山村振興法、

の改正に関する特別要望書」及び「令和７年度山村振興関連予算・施策に関す

る要望書」を決定し、関係国会議員、関係省庁に要請を行った。

⑤ １２月２３日に開催された自由民主党総合農林政策調査会・農林部会・農政推

進協議会合同会議において令和７年度農林水産関係予算の折衝状況が報告され

た。

⑥ 令和７年度政府予算案は１２月２７日に決定された。

⑦ 令和7年２月２０日に開催された自由民主党山村振興特別委員会において、山

村振興関係予算について説明が行われた。

２．山村振興法改正に向けた取組

① 副会長を構成員とする「山村振興法改正問題に関する検討会」を令和５年７月

、 。 、 、 、 、に設置し 検討を行った (令和５年７月 １０月 令和６年２月 ７月１０月

令和７年２月と６回開催した。)

② 山村振興法改正問題に関する検討会において取りまとめた「山村振興法 改正

に関する論点整理(案)」を７月の理事会で説明し、１０月の理事会において「山

村振興法改正の方向と論点」とした。

③ ７月３日の理事会終了後 「山村振興法改正に関する意見交換会」を２時間開、

催した。①小田切徳美明治大学教授の講演と質疑(小野文明全国町村会経済農林

部長同席)、②出席役員(１９人)、関係省庁(８人)による意見交換を行った。

④ 令和５年に引き続き、令和６年７月、１０月及び１１月に副会長が「山村振興

法の改正に関する特別要望書」を持参し、関係国会議員及び関係省庁に要望行
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動を行った。

⑤ １１月２１日に「山村振興法改正・延長実現総決起大会」を開催し、山村振興

法改正・延長に関する特別決議を行った。

⑥ １１月２１日に開催された山村振興特別委員会において 「山村振興法改正に、

関する特別要望書」等により要望を行った。

⑦ 令和7年１月２６日に長野県木曽町において、自由民主党山村振興特別委員会

による現地調査が行われ、進藤理事及び實重事務局長が参加した。

⑧ ２月６日に開催された「山村振興法に関する超党派会議」において、金子会長

及び鈴木・熊川副会長が出席し 「山村振興法改正に関する特別要望書」等に、

より要望を行った。

⑨ ２月２０日に開催された自由民主党山村振興特別委員会において、山村振興法

改正について要望を行った。

⑩ ２月２１日に開催された「山村振興法に関する超党派会議」において、金子会

長及び宮下副会長が出席し 「山村振興法改正法案」に関する意見交換が行われ、

た。

⑪ 山村振興法改正法案の国会審議に先だって、衆議院・参議院農林水産委員会委

員及び関係国会議員に対して、要望行動を行った。

⑫ 山村振興法の一部を改正する法案が、３月１８日の衆議院農林水産委員会、３

月２１日の衆議院本会議、３月２７日の参議院農林水産委員会、３月３１日の

参議院本会議で可決され、成立し、３月３１日に公布、４月１日に施行された。

３．山村振興を図るための啓発･普及活動の推進

(１)ホームメージ・メールマガジンでの情報提供

ホームページ

連盟の紹介、全振興山村のリンク、山村からの提言

山村へのメッセージ、山村振興施策（山村振興法、山村振興関連予算、各種

政策、白書等）を掲載した。

メールマガジン

「全国山村振興連盟メールマガジン」を原則として毎週発行し、ＨＰにも掲載

した。

関係省庁の施策の動向など山村振興施策をめぐる各種情報を提供した。

（２）山村振興に関係する団体の活動の後援等を行った。

○ 特定非営利活動法人「地球緑化センター」が実施する「緑のふるさと協力

隊」
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○ 「第２３回聞き書き甲子園」

○ 「森林・林業・山村問題を考える会」(１０月５日。東京で開催)

○ 「全国過疎問題シンポジウム2023 inやまなし」(１０月２４～２５日開催)

○ 全国二地域居住等促進協議会(国土交通省地方振興課が事務局)に会員とし

て参加。

（ ）○ 農業農村情報通信環境整備推進体制準備会 農林水産省地域整備課が事務局

に会員として参加。

○ 第２のふるさと推進ネットワーク(観光庁観光資源課が事務局)に会員として

参加。

（ ） 。○ Forest Styleネットワーク 林野庁森林利用課が事務局 に会員として参加

○ 「農山漁村」経済・生活環境創生プラットフォーム（農林水産省農村計画課

が事務局）に会員として参加。

４．山村振興実務研修会の開催

市町村、都道府県、連盟支部の山村振興担当者を対象に６月７日(金)に開催し、

５０名が参加した。

５．会員等への情報の提供

（１ 「山村振興情報」を年間６回（隔月１回）発行した。）

（ ）「 」 、 。２ 全国山村振興連盟メールマガジン を原則として毎週 支部あてに送信した

また、同時にホームページに掲載した。

（３）事業計画、収支予算、事業報告、収支決算、山村振興施策・予算の要望等理事

会での決定事項は、理事会終了後、直ちに会員に連絡した。

（４)山村振興に関連する各種情報は、ホームページに掲載し、会員に提供した。

６ 「森林・山村対策に関する懇談会」の開催．

「森林・山村対策に関する懇談会」を令和７年２月１９日に開催し、副会長・理

事・監事他が出席した。

講師

総務省自治財政局調整課長 梶 元伸 氏

農林水産省地域振興課課長補佐 渡部洋己 氏

.林野庁山村振興・緑化推進室長 諏訪幹夫 氏

７．山村振興全国連絡協議会との連携

山村振興全国連絡協議会の活動に対し助成を行うとともに、総会(７月１０日に

ＷEＢにより開催)、ブロック会議に出席し、連携を図った。

北海道・東北ブロック会議（開催県：北海道。１０月２４日、２５日に開催）
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関東ブロック会議 （開催県：埼玉県。１１月２８日にＷEＢ会議）

九州ブロック会議 （開催県：宮崎県。１２月２０日にＷEＢ会議）

東海・北陸ブロック会議 (開催県：福井県。１１月に書面開催)

中国・四国ブロック会議 (開催県：高知県。１２月に書面開催）

８．各種会議会合等

(１) 山村振興法改正・延長実現総決起大会及び通常総会

令和６年１１月２１日(金)に開催した。

(２) 副会長会議・理事会

令和６年７月・１０月、令和７年２月に副会長会議及び理事会を開催した。

(３) 事務局長会議

令和７年１月に開催した。

(４) ブロック会議

北海道・東北六県山村振興ブロック会議が、８月８日(木)～９日(金)に山形県

朝日町で開催された。


